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【本資料の目的】 

 

「米先物取引に関するシーズンレポート」は、米先物取引について、その価格や取引量の動向、 

その他関連する情報を収集・整理し、これを原則として３か月ごとに公表することによって、米先物

取引に関する各種情報の提供を行うことを目的としております。 

今期のレポートは、令和６年 12 月から令和７年２月までを主な対象としております。 

なお、本レポートは、情報提供を目的としたもので、商品先物取引その他の取引の推奨、助言等を

目的としたものではありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表紙：堂島米市場（浪花十二景ノ内）芳光（嘉永 3年（1850）～明治 24年（1891））画 

大阪府立中之島図書館所蔵   

堂島川にせり出していた堂島米市場の建物。右上には、相場を伝えるために旗が使われていた

様子も描かれている。 

  



利用上の注意 

 

１ 取引データの作成 

「米先物取引に関するシーズンレポート」は、特に記載がない限り、堂島取引所・大阪取引所に 

おける日々の取引データから得られた情報をもとに農林水産省において作成したものです。 

本レポートは将来の市場環境の変動、運用成果等を約束又は予想するものではなく、本レポートに

記載された情報の使用又は使用不能により生じた結果については、当省は一切の責任を負いかねます。 

 

２ 本レポートの引用について 

本レポートの引用等を行う場合は、出所を明記してください。 

 

３ 米先物取引の商品設計（堂島取引所） 

 

 

  

取引の種類 指数先物取引 

取引の対象 

将来における主食用米の平均価格（※） 

 （※） 農林水産省が毎月公表する「米の相対取引価格・数量」における全銘柄

についての価格を前年産検査数量で加重平均した値を基に、 公益社団法人

米穀安定供給確保支援機構が毎月公表する「DI 調査」から推計して算出し

た数値（1 円の位を四捨五入） 

取引単位 

(倍率) 
３トン／枚(約定数値に 50を乗じた値) 

立会日・ 

立会時間 
毎営業日・午前 8時 45 分～午後 3 時 45 分 

取引開始日 奇数月の第 1営業日 

取引期限 
取引開始日の属する月から起算した 12か月以内の各偶数月 

 （２月限、４月限、６月限、８月限、10月限、12月限） 

取引最終日 当月限の最終営業日の前営業日 

最終決済日 当月限の最終営業日 

最終決済数値 当月限の最終決済日に公表する主食用米の平均価格 



４ 建玉制限 

堂島取引所において、以下のとおり一般投資家一人当たりの取引数量（建玉数）を制限。 

【米穀指数】 

１番限（取引最終月） 200枚 

１番限（取引最終前月）350枚 

２番限        500枚 

３番限       1,000枚 

４番限～６番限   2,000 枚 

注：１ 上記は一般投資家の売り又は買いのそれぞれの建玉上限。当業者、商品先物取引業者等

については制限を緩和。 

 ２ １番限とは各限月のうち最も決済期限が近いもの。それ以降の限月を２番限、３番限と

いう。例えば令和７年１月６日時点の米穀指数を例にとると、１番限は R７年２月限、２

番限は４月限、３番限は６月限、４番限は８月限、５番限は 10月限、６番限は 12月限。 

 

５ 用語の解説 

出典：全国商品取引所連合会（2006）『商品先物取引用語集』（※については、農林水産省が作成。） 

  

先物取引（さきものと

りひき） 

 

将来の一定の時期において、商品及びその対価の授受を約する売買取引であ

って、当該商品の現物の受渡し若しくは建玉の転売又は買い戻しによる差金

の授受によって終了することのできる取引のこと。 

限月（げんげつ） 

 

月限※（がつぎり） 

先物取引において売買約定（やくじょう）を最終的に決済しなければならな

い月のこと。 

最終決済月が〇月であれば、〇月限と呼ぶ。例：２月限（にがつぎり） 

期先※（きさき） 先物取引において、現時点で決済期限を最も後に迎える限月のことをいう。 

期近※（きぢか） 先物取引において、現時点で決済期限を最も早くに迎える限月のことをい

う。 

始値※（はじまりね） 一日の最初の約定値段のこと。 

高値※（たかね） 相場が高いこと。またはある期間内の一番高い価格のこと。 

安値※（やすね） 相場が安いこと。またはある期間内の一番安い価格のこと。 

終値※（おわりね） 一日の最終約定値段のこと。 

約定（やくじょう） 市場で成立した売買契約のこと。 

枚（まい） 

 

取引所における取引の基本となる取引数量または受渡数量を表す最小取引

単位の呼称のこと。 

出来高（できだか） 市場において成立した売買約定数量のこと。 

建玉（たてぎょく） 取引所において売買取引された売買約定によるもので、決済未了のもの。 

取組（とりくみ） 

 

売りと買いとが取り組むということから、成立した建玉を取組といい、この

売買契約の数量を「取組高」という。 

帳入数値※（ちょうい

れすうち） 

各取引日において損益計算をする際の基準となる価格のこと。 

数値幅制限※（すうち

はばせいげん） 

値動きが一定幅に達した場合に、その上限を超える又は下限を下回る価格で

取引を成立させない仕組み。米穀指数市場では通常、前営業日の帳入数値の

±２％（帳入数値が制限数値幅に達した限月が２以上ある場合は、±0.5％

ずつ拡大し、最大で±３％以内。）。 

当業者（とうぎょうし

ゃ） 

上場商品の売買、売買の媒介、取り次ぎ、生産加工等を業としている関連業

者の総称をいう。 

商品先物取引法※（し

ょうひんさきものと

りひきほう） 

商品先物取引に関する法律。同法に基づき、商品取引所、商品取引清算機関、

商品先物取引業者、商品先物取引協会（商品先物取引業者の自主規制組織）

等に関する許認可・監督等を行っている。 
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１ 直近３ヶ月の米穀指数 

先物取引の動向 
 

 

【R6.12.1～R7.2.28】 
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【価格】 
・12月後半に 27,000円台まで上昇。その後下落するも再び上昇し、 
２月下旬に 28,000円前後まで上昇。 

・２月末に取引が終了した２月限の最終決済数値は 27,240円。 
 

12月 20日の 27,200円（２月限）まで上昇傾向にあったが反転し、
１月７日の 24,900円（２月限）まで下落。 
その後再び上昇傾向となり、そのまま２月末まで推移。 
２月限は２月末に最終決済日を迎え、最終決済数値は 27,240円。 

ほか各限月の、期間中最後の取引日（２月 28日）における終値は、 
４月限：28,180円、６月限：28,050円、８月限：27,950円、 
10月限：28,900円、12月限：27,880円。 
 

 

【出来高】 
・12月以降増加傾向にあり、期間中合計は9,556枚。 
期間中の一日当たり平均出来高は、165枚。 
 

12月、１月と出来高が増加傾向になり、２月には、同 18日に一日当
たりの最高出来高 643枚を記録するなど、合計で 6,640枚成約。 
期間中の合計出来高は 9,556枚（12月：851枚、１月：2,065枚、

２月：6,640枚）。 
限月ごとの内訳は、２月限：2,534枚、４月限：2,740枚、 

６月限：1,778枚、８月限：1,200枚、10月限：924枚、 
12月限：380枚。 
期間中の一日当たりの平均出来高は 165枚。 
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(1) 取引価格の動向 

ア 限月別取引価格（期間中の値動き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

21,000

22,000

23,000

24,000

25,000

26,000

27,000

28,000

29,000

30,000

12.2 12.9 12.16 12.23 12.30 1.10 1.20 1.27 2.3 2.10 2.18 2.26

R7年2月限 R7年4月限 R7年6月限 R7年8月限 R7年10月限 R7年12月限(円) 

図 期間中の値動き（米穀指数） 

表 ３ヵ月間の平均・最高・最低価格（米穀指数） 

注 ： １  図 は 令 和 ６ 年 1 2 月 ２ 日 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 2 8 日 の 間 に 取 引 が 行 わ れ た 各 限 月 （ げ ん げ
つ ） の 毎 日 の 価 格 の 終 値 の 推 移 を 表 し て い る 。  

  ２  表 は 上 記 期 間 に お け る 全 て の 限 月 の 平 均 ・ 最 高 ・ 最 低 の 価 格 を 表 し て い る 。 な お 、 同 一
価 格 が 複 数 あ っ た 場 合 は 最 初 の 日 付 を 掲 載 。（ 終 値 と は 限 ら な い た め 、図 と は 一 致 し な い 。） 

３  価 格 は 玄 米 6 0 k g 当 た り 。  
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イ 限月別取引価格（取引開始日からの値動き） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

17,000
18,000
19,000
20,000
21,000
22,000
23,000
24,000
25,000
26,000
27,000
28,000
29,000
30,000

R7年２月限 R7年４月限 R7年６月限 R7年８月限 R7年１０月限 R7年１２月限

図 取引開始日からの値動き（米穀指数） 
(円) 

表 取引開始日からの平均・最高・最低（米穀指数） 

注：１  図 は 令 和 ６ 年 1 2 月 ２ 日 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 2 8 日 の 間 に 取 引 が 行 わ れ た 各 限 月（ げ ん げ
つ ） の 価 格 の 終 値 を 表 し て い る 。  

  ２  表 は 上 記 期 間 に お け る 各 限 月 の 平 均 ・ 最 高 ・ 最 低 の 価 格 を 表 し て い る 。な お 、同 一 価
格 が 複 数 あ っ た 場 合 は 最 初 の 日 付 を 記 載 。（ 終 値 と は 限 ら な い た め 、図 と は 一 致 し な い 。） 

３  価 格 は 玄 米 6 0 k g 当 た り 。  
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ウ 期先限月取引価格（期間中の高値・安値の動き） 

 

 

 

 

ローソク足の見方 

← 高値 →  

←終値  

←始値  

← 安値 → 

 

  

22,000

23,000

24,000

25,000

26,000

27,000

28,000

29,000

12.2 12.6 12.12 12.18 12.24 12.30 1.9 1.16 1.22 1.28 2.3 2.7 2.14 2.20 2.27

図 期間中の高値・安値の動き（米穀指数） 

R7年 10月限  

(円) 

注 ：  最 終 的 に 決 済 し な け れ ば な ら な い 期 日 が 最 も 先 の 限 月 （ 期 先 限 月 ） の １ 日 の 始 値 、  
高 値 、安 値 、終 値 の 推 移 を 表 し て い る（ 新 た な 期 先 限 月 の 取 引 開 始 後 は 当 該 限 月 の 価 格
に 切 替 え 。）。  
 

 ※ 終値が始値より

高い場合、白抜き。 

終値が始値より低

い場合、黒塗り。 

R7年 12月限 
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エ 限月別取引開始日の始値、取引最終日の終値及び数値幅制限の発動状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 取引開始日の始値、取引最終日の終値（米穀指数） 

表２ 数値幅制限の発動状況（米穀指数） 

表３ 取引開始日からの数値幅制限の発動状況（米穀指数） 

注 ： １  取 引 開 始 日 に 取 引 が 成 立 し な か っ た 場 合 は 、 最 初 に 取 引 が 成 立 し た 日 の 始 値 を 取 引 開
始 日 の 始 値 と す る 。  

  ２  取 引 最 終 日 に 取 引 が 成 立 し な か っ た 場 合 は 、 最 後 に 取 引 が 成 立 し た 日 の 終 値 を 取 引 最
終 日 の 終 値 と す る 。  

  ３  ２ 月 末 現 在 は 当 該 月 の 最 終 営 業 日 の 終 値 （ 当 該 月 の 最 終 営 業 日 に 取 引 が 成 立 し な か っ
た 場 合 は 最 後 に 取 引 が 成 立 し た 日 の 終 値 。）。  
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(2) 出来高の動向 

ア 期間中の出来高 

 

イ 平均・最高・最低・合計出来高 

 

 

 

 

注 ： １  出 来 高 と は 市 場 に お い て 成 立 し た 売 買 契 約 の 数 （ 売 り と 買 い セ ッ ト で １ 枚 と カ ウ ン ト ）。  
  ２  出 来 高 １ 枚 当 た り の 取 引 単 位 は ３ ｔ （ 玄 米 ）。  
  ３  図 は 令 和 ６ 年 1 2 月 ２ 日 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 2 8 日 ま で の 毎 日 の 出 来 高 の 合 計 。  
  ４  表 は そ れ ぞ れ の 期 間 ご と に １ 日 の 出 来 高 の 平 均 、 最 高 及 び 最 低 を 表 し て い る 。  
   

0

100

200

300

400

500

600

700

12.2 12.10 12.18 12.26 1.9 1.20 1.28 2.5 2.14 2.25

令和７年２月限 令和７年４月限 令和７年６月限 令和７年８月限 令和７年１０月限 令和７年１２月限

図 期間中の出来高の動き 
(枚) 

表１-１ ３ヵ月間の平均・最高・最低・合計出来高（米穀指数） 

単位：枚 

表１－２ 各月の平均・最高・最低・合計出来高（米穀指数） 

単位：枚 

表１－３ 取引開始日からの平均・最高・最低・合計出来高（米穀指数） 

単位：枚 
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ウ 取引開始日からの出来高の平均・最高・最低

 

 

 

 

 

 

表１－１ 取引開始日からの出来高の平均・最高・最低（米穀指数） 

表１－２ 期間中の出来高の平均・最高・最低（米穀指数） 

注 ：  表 は 令 和 ６ 年 1 2 月 ２ 日 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 2 8 日 ま で に 取 引 が 行 わ れ た 全 て の 限 月 に  
つ い て 、 そ れ ぞ れ の 限 月 の 取 引 開 始 日 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 2 8 日 ま で の 平 均 ・ 最 高 ・ 最 低 の
１ 日 当 た り の 出 来 高 を 表 し て い る 。 な お 、 同 一 枚 数 が 複 数 日 あ っ た 場 合 は 最 初 の 日 付 を  
掲 載 。  

注 ：  表 は 令 和 ６ 年 1 2 月 ２ 日 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 2 8 日 ま で に 取 引 が 行 わ れ た 全 て の 限 月 に  
つ い て 、そ れ ぞ れ の 限 月 の 令 和 ６ 年 1 2 月 ２ 日 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 2 8 日 ま で の 平 均 ・ 最 高 ・
最 低 の １ 日 当 た り の 出 来 高 を 表 し て い る 。な お 、同 一 枚 数 が 複 数 日 あ っ た 場 合 は 最 初 の 日
付 を 掲 載 。  
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(3) 取組高の動向 

ア 期間中の取組高 

 
 

イ 最高・最低取組高等 
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12.2 12.11 12.20 1.6 1.16 1.27 2.5 2.17 2.27

令和７年２月限 令和７年４月限 令和７年６月限 令和７年８月限 令和７年１０月限 令和７年１２月限

図 期間中の取組高の動き 
(枚) 

表１－１ ３ヵ月間の月末・最高・最低取組高（米穀指数） 
単位：枚 

表１－２ 取引開始日からの最高・最低取組高（米穀指数） 

単位：枚 

注 ： １  取 組 高 と は 市 場 に お い て 成 立 し た 未 決 済 売 買 契 約 の 数 （ 売 り と 買 い セ ッ ト で １ 枚 と
カ ウ ン ト ）。  

  ２  取 組 高 １ 枚 当 た り の 取 引 単 位 は ３ ｔ （ 玄 米 ）。  
  ３  図 は 令 和 ６ 年 1 2 月 ２ 日 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 2 8 日 ま で の 毎 日 の 取 組 高 の 合 計 。  
  ４  表 は そ れ ぞ れ の 期 間 ご と に １ 日 の 取 組 高 の 月 末 の 値（ 表 1 - 1 の み ）、最 高 及 び 最 低 を

表 し て い る 。  
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ウ 限月別取組高

 
 

表 米穀指数 

単位：枚 

注 ：  各 限 月 の 月 末 時 点 の 取 組 高 を 掲 載 。  
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(4) 取引参加者の構成 

ア 受託取引参加者別出来高（令和６年 12 月～令和７年２月の各月の出来高） 

図１ 売出来高 

 
 

 

図２ 買出来高 

 
 

  

SBI証券 467 
SBI証券 1,085 

SBI証券 3,380 

日産証券 352 

日産証券 965 

日産証券 3,243 

岡安商事 31 

岡安商事 14 

岡安商事 16 

北辰物産 1 

北辰物産 1 

北辰物産 1 

0
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3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

12月 1月 2月

（枚）

SBI証券 470 
SBI証券 1,080 

SBI証券 3,384 

日産証券 366 

日産証券 970 

日産証券 3,247 

岡安商事 15 

岡安商事 12 

岡安商事 9 

北辰物産 0 

北辰物産 3 

北辰物産 0 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

12月 1月 2月

（枚）

注 ：  令 和 ６ 年 1 2 月 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 の 各 月 の 取 引 に お け る 各 受 託 取 引 参 加 者 の 出 来 高 。  
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イ 受託取引参加者別建玉割合（令和６年 12月～令和７年２月の各月末の建玉割合） 

 

   

   

  
 

  

SBI証券

94.7%

岡安商事

2.6%

北辰物産

2.6%

SBI証券

72.2%

日産証券

9.3%

岡安商事

18.5%

SBI証券

93.4%

岡安商事

4.4%
北辰物産

2.2%

SBI証券

64.7%

日産証券

14.0%

岡安商事

20.6%

北辰物産

0.7%

SBI証券

91.8%

岡安商事

5.2%

北辰物産

3.1%

SBI証券

55.7%
日産証券

23.7%

岡安商事

20.6%

注 ： １  令 和 ６ 年 1 2 月 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 の 各 月 末 時 点 の 建 玉 に お け る 受 託 取 引 参 加 者 の 割 合 。 
２  ラ ウ ン ド の 関 係 で 計 が 1 0 0％ と な ら な い 場 合 が あ る 。  

図１ 12月末売建玉 図２ 12月末買建玉 

図３ １月末売建玉 図４ １月末買建玉 

図５ ２月末売建玉 図６ ２月末買建玉 
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ウ 当業者・非当業者別建玉割合（令和６年 12 月～令和７年２月の各月末の建玉割合） 

 

 

 

 
 

  

非当業者

100.0%

当業者

27.8%

非当業者

72.2%

当業者

1.5%

非当業者

98.5%

当業者

34.6%

非当業者

65.4%

非当業者

100.0%

当業者

39.2%

非当業者

60.8%

注：１  取 引 所 に お い て 把 握 し て い る 、令 和 ６ 年 1 2 月 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 の 各 月 末 時 点 の 建 玉 に
お け る 当 業 者 ・ 非 当 業 者 の 割 合 。  

２  建 玉 と は 、市 場 に お い て 成 立 し た 売 買 契 約（ 将 来 売 買 す る 約 束 ）の う ち 、ま だ 転 売・買
戻 し が 行 わ れ ず 、 市 場 に 残 っ て い る 売 買 契 約 の 総 数 （ 売 り と 買 い そ れ ぞ れ １ 枚 と カ ウ ン
ト ）。  

３  当 業 者 と は 、 米 の 売 買 、 売 買 の 媒 介 、 取 次 ぎ 若 し く は 代 理 、 生 産 、 加 工 、 又 は 使 用 を
業 と し て 行 っ て い る 者 （ 生 産 者 、 卸 ・ 小 売 業 者 、 米 加 工 品 製 造 業 者 、 外 食 事 業 者 等 ）。  

図１ 12月末売建玉 図２ 12月末買建玉 

図３ １月末売建玉 図４ １月末買建玉 

図５ ２月末売建玉 図６ ２月末買建玉 
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エ 自己取引・委託取引の割合 

 

 

 

 

 

オ 建玉報告対象者の割合 

 

 

 

 

 

  

表 各月末時点（米穀指数） 

表 各月末時点（米穀指数） 

注 ：  建 玉 報 告 対 象 者 と は 、 そ れ ぞ れ の 商 品 先 物 市 場 に お い て 、 一 定 の 建 玉 （ 堂 島 取 引 所 の
米 穀 指 数 に つ い て は 2 1 枚 以 上 ） を 有 す る 者 。 商 品 先 物 取 引 法 第 1 1 2 条 第 ２ 号 に 基 づ き 、
商 品 取 引 所 は 当 該 建 玉 の 状 況 等 を 、 毎 日 主 務 大 臣 に 報 告 す る こ と と さ れ て い る 。  

注 ：  自 己 取 引 と は 、 取 引 参 加 資 格 を 持 つ 者 が 自 己 資 金 で 行 う 売 買 で あ り 、 委 託 取 引 と は 、
商 品 先 物 取 引 業 者 が 顧 客 か ら 委 託 を 受 け て 、 当 該 顧 客 の 資 金 で 行 う 売 買 を い う 。  
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(5) 直近３ヶ月のデータ 

ア 期間中の価格（終値） 

 

表１-１ 米穀指数（12 月・１月） 単位：円 
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表１-２ 米穀指数（２月） 

単位：円 
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イ 期間中の出来高 

 
 

 

表１-１ 米穀指数（12 月・１月） 単位：枚 
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表１-２ 米穀指数（２月） 単位：枚 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 関連情報 
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(1) 米の関連情報 

ア 米の取引価格及び数量 

(ア) 年産別の相対取引価格（速報） 

 

 

 

 

 

 

 

22,700

23,820

23,961

24,665

25,927

26,485

19,000

19,500

20,000

20,500

21,000

21,500

22,000

22,500

23,000

23,500

24,000

24,500

25,000

25,500

26,000

26,500

27,000

当年
9月 10月 11月 12月

翌年
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

R６年産（24,383円）

16,650
16,579 16,518 16,540 16,587 16,534 16,534 16,508 16,442

16,293
16,148 16,127

14,871
14,752

14,637 14,582 14,534 14,501 14,449 14,663

14,467
14,328

14,040

13,684

12,481

12,215 12,162 12,142 12,078 12,044
11,943 11,921 11,891

12,068
11,949 11,928

13,178 13,116

13,223 13,245 13,238 13,265
13,252 13,208 13,329 13,265 13,209 13,263

14,342 14,307 14,350 14,315 14,366 14,319 14,307 14,379 14,455

14,442
14,469 14,458

15,526 15,501

15,534

15,624 15,596

15,729

15,673

15,779
15,735

15,692

15,666 15,683
15,763 15,707

15,711

15,696 15,709

15,703

15,722
15,777

15,732

15,702

15,716 15,706
15,819 15,733

15,690 15,745 15,824 15,773 15,749
15,775

15,777

15,642 15,556

15,531

15,143
15,065

15,010
14,896 14,903 14,844 14,740 14,732 14,611

14,225

14,057

13,830

13,255
13,120

13,024 12,973 12,884 12,853
12,777 12,797 12,702 12,618 12,593

12,714

13,961 13,898 13,899
13,920 13,946 13,840 13,877 13,880 13,907 13,865 13,840

13,777

15,291 15,181 15,240
15,390 15,358 15,303 15,428

15,526 15,597

15,865

15,626

16,133

11,500

12,000

12,500

13,000

13,500

14,000

14,500

15,000

15,500

16,000

16,500

17,000

当年
9月 10月 11月 12月

翌年
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

月 別 価 格年産平均価格（円/玄米60kg）

H26年産（11,967円）

H27年産（13,175円）

H28年産（14,307円）

H25年産（14,341円）

H29年産（15,595円）

H30年産（15,688円）

R元年産（15,716円）

R３年産（12,804円）

H24年産（16,501円）

～～

R５年産（15,315円）

R２年産（14,529円）

R４年産（13,844円）

・ 令和６年産米の令和７年２月の相対取引価格は、全銘柄平均で 26,485 円/60kg 

となり、対前年同月＋11,182 円（＋73％）、対前月＋558 円（＋２％）、取扱 

数量は、対前年同月▲39％となったところ。 

・ 令和７年２月までの年産平均価格 24,383 円/60kg は、出荷業者と卸売業者等の 

間の取引価格としては、比較可能な平成２年以降で過去最高の価格である。 

相対取引価格の推移（税込）（全銘柄平均価格） 

資料： 農林水産省「米穀の取引に関する報告」 

注：１ 報告対象業者は、全農、道県経済連、県単一農協、道県出荷団体（年間の玄米仕入数量が 5,000 トン以上）、出荷業者 

      （年間の直接販売数量が 5,000 トン以上）である。 

  ２ 価格には、運賃、包装代、消費税が含まれている。なお、消費税は、平成 26 年３月以前は５％、令和元年９月以前は８％、 

      10 月以降は軽減税率の対象である米穀の品代等は８％、運賃等は 10％で算定している。 

  ３ グラフ左側の年産平均価格は、当該年産の出回りから翌年 10 月まで（６年産は出回りから令和６年 11 月までの速報値）） 

   の通年平均価格、右側は月別の価格である。 
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(イ) 相対取引価格・数量（令和６年産米、産地品種銘柄別、令和７年２月分）（速報） 

 

 

 

相対取引価格・数量（北海道から三重まで） 
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12,750 

 

  

資料： 農林水産省「米穀の取引に関する報告」 
注：１ 報告対象業者は、全農、道県経済連、県単一農協、道県出荷団体（年間の玄米仕入数量が 5,000 トン以上）、出荷業者（年間 

の直接販売数量が 5,000 トン以上）である。 
  ２ 価格には、運賃、包装代、消費税が含まれている。なお、消費税は、令和元年９月以前は８％、10 月以降は軽減税率の対象で

ある米穀の品代等は８％、運賃等は 10％で算定している。 
  ３ グラフの左側の年産平均価格は、当該年産の出回りから翌年 10 月まで（５年産は出回りから令和６年８月までの速報値））の

通年平均価格、右側は月別の価格である。 
   

資料： 農林水産省「米穀の取引に関する報告」 
注：１ 報告対象業者は、全農、道県経済連、県単一農協、道県出荷団体（年間の玄米仕入数量が 5,000 トン以上）、出荷業者（年間の直接販売数量が 5,000 トン 
   以上）である。 
  ２ 産地品種銘柄ごとの価格（①）は、出荷業者と卸売業者等との間で数量と価格が決定された主食用の相対取引契約の価格（運賃、包装代、消費税を含む 
   １等米の価格）を加重平均したものであり、数量（②）は、同契約の数量の合計である。  
  ３ 価格に含む消費税は、軽減税率の対象である米穀の品代等は 8％、運賃等は 10％で算定している。 
  ４ 加重平均に際しては、新潟、長野、静岡以東（東日本）の産地品種銘柄については受渡地を東日本としているものを、富山、岐阜、愛知以西（西日本） 
   の産地品種銘柄については受渡地を西日本としているものを対象としている。 
  ５ 相対取引価格は、個々の契約内容に応じて設定される大口割引等の割引などが適用された価格であり、実際の引取状況に応じて価格調整（等級及び付加 
   価値等（栽培方法等））が行われることがある。また、算定に当たっては、契約価格に運賃を含めない産地在姿の取引分も対象としている。 
   ６ 報告対象産地品種銘柄ごとの年産平均価格は、当該報告対象産地品種銘柄の出回りから当該月までの相対取引数量ウェイトで加重平均により算定してい 
   る（6 年産は速報値）。 
    ７ 全銘柄平均価格は、報告対象産地品種銘柄ごとの前年産検査数量ウェイトで加重平均により算定している。 
  ８ 「－」は、当該月の相対取引契約がなかったもの又は当該月の相対取引数量が 100 トン未満であり、価格の公表を行わないもの。また、各年産米の年産 
   平均価格について、令和 6 年産米は、当該月までの相対取引数量が 100 トン未満であり、価格の公表を行わないもの。令和 5 年産米は、当該年産において 
   報告対象としていない産地品種銘柄であり、価格の公表を行わないものである。 
  ９ 全銘柄平均価格、合計数量欄には公表していない産地品種銘柄分を含んでいるため、産地の合計と一致しない。 

相対取引価格・数量（滋賀から鹿児島まで） 
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イ 米取引関係者の判断（米穀機構による調査、令和７年２月分） 

 

  

調査結果は、米穀安定供給確保支援機構の、以下のＵＲＬから御覧いただけます。 

【https://www.komenet.jp/ 】 
 

 ・ 米穀機構の米取引関係者の判断に関する調査(令和７年２月分)によると、 

  主食用米の需給動向の現状判断は前回調査と比べて＋２ポイントの「やや増加」 、 

    見通し（向こう３ヶ月）判断は▲10 ポイントの「大幅に減少」。 

 ・ 米価水準の現状判断は前回調査と比べて＋３ポイントの「やや増加」 、 

  見通し（向こう３ヶ月）判断は▲23 ポイントの「大幅に減少」 。 

主食用米の需給動向 

※ 当月の数値が前月と比較し 100 に近づけば、「締まっている」/「(将来)締まる」という見方が前月より強くなり、 

 反対に０に近づけば、「緩んでいる」/「(将来)緩む」という見方が前月より強くなった傾向を示します。 

主食用米の米価水準 

※ 当月の数値が前月と比較し 100 に近づけば、「米価水準が高い」/「米価水準が高くなる」という見方が前月より強くなり、 

 反対に０に近づけば、「米価水準が低い」/「米価水準が低くなる」という見方が前月より強くなった傾向を示します。 
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  ※ 当月の数値が前月と比較し 100 に近づけば、「増えた」/「(将来)増える」 という見方が 

       前月より強くなり、反対に０に近づけば、「減った」/「(将来)減る」 という見方が前月より 

       強くなった傾向を示します。 

 ２．自社の取引状況に関する判断（業態ごと） 

  ①主食用米の販売数量 
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  ②主食用米の価格 
  ※ 当月の数値が前月と比較し 100 に近づけば、「高くなった」/「(将来)高くなる」という見方が 

       前月より強くなり、反対に０に近づけば、「低くなった」/「(将来)低くなる」という見方が 

       前月より強くなった傾向を示します。 
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  ③主食用米の在庫量 
  ※ 当月の数値が前月と比較し 100 に近づけば、「多くなった」/「(将来)多くなる」という見方が

前月より強くなり、反対に０に近づけば、「少なくなった」/「(将来)少なくなる」という見方が

前月より強くなった傾向を示します。 
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  取引関係者が１の①及び②の判断を行うに当たり、主に考慮した要因 

《アンケート方法等》 

 ○調査期間：毎月１日から２５日までの取引状況を踏まえて回答 

 ○調査方法：電子メールを利用したアンケート調査 

 ○調査対象者：全国の生産者、集出荷業者、卸・小売業者等の１８０客体 

        ※ 米取引関係者の動向をより適切に反映したものとなるよう、 

              令和５年４月にアンケート対象事業者の一部入替を行いました。 

 ○有効回答数：１４５客体 

          生産者・・・・・・・・・・・・・２７ 

          集出荷業者／団体・・・・・・・・２４   

          卸売業者（主に主食用米）・・・・２９ 

          小売業者／中食・外食業者・・・・５０ 

          その他・・・・・・・・・・・・・１５ 

             ※「その他」は以下の業者です。 

                 ・米穀の販売の事業を行う者のうち、主に加工原材料の卸売の事業を行う者 

                 ・加工原材料米穀を使用し、加工食品（酒類を含む）を製造・販売する者 

 〇結果公表：翌月上旬（公表日時は半期ごとにホームページに掲載） 

《利用上の注意》 

 ○表示単位未満の端数は四捨五入したため、合計と内訳が一致しないことがあります。 

《ＤＩの算出方法》 

 米の需給動向・価格水準などに関する現状、または先行きに対する５段階の判断（評価） 

にそれぞれ点数（評価点）を与え、これらを各回答区分の構成比（％）に乗じてＤＩを 

算出します。 

 ただし、ＤＩの推移は、変化の方向性を示すものであり、その変化の大きさ（量感）を 

表すものではありません。例えば、大幅であろうが小幅であろうが、上昇するといった 

見方をする者の構成比が同じであれば、同じＤＩが観測されることに注意が必要です。 

（ＤＩの算出例） 

 問：国内の主食用米の“向こう３ヶ月の米価水準”について、“現時点と比較”して 

   どうなると考えていますか。 

高くなる やや高くなる 同程度 やや低くなる 低くなる

評価点（Ａ） ＋１ ＋０．７５ ＋０．５ ＋０．２５ ０

構成比（Ｂ） １７．８ ２０．０ ２０．０ ２２．２ ２０．０

各ＤＩ（Ｃ＝Ａ×Ｂ） １７．８ １５ １０ ５．６ ０

ＤＩ（合計） ４８．４
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ウ  事前契約（播種前契約）の取組状況 

(ア) 近年の事前契約（播種前契約）数量の推移 

 

  

仕入計画数量に占める 
播種前契約の割合 

（②／①） 

仕入計画数量に占める実需者と 
結びついた播種前契約の割合 

（③／①） 

実需者と結びついた播種前 

契約の相手方の内訳 
（④／①、⑤／①） 

 【令和５年産】 

 【令和４年産】 

 【令和６年産】 

 【播種前契約の状況】 

注１：調査対象は、年間取扱数量 500 トン以上の集出荷業者。 

 ２：仕入計画数量は、卸売業者や小売事業者等へ独自に販売を行う米穀の生産年の３月末時点の仕入(集荷)計画数量（見込含む）として調査。 

 ３：播種前契約数量は、生産年の３月末までに締結した事前契約（確認書等により販売数量が決定しているもの）の数量をいう。 

 ４：中食・外食等は、小売以外の実需者（学校給食や事業所給食など）との契約を含む。 

 ５：ラウンドの関係で計と内訳が一致しない場合がある。 

 【近年の播種前契約の状況】 

〇 事前契約（播種前契約）の取組状況について、一定規模以上の集出荷業者を 

 対象に調査を実施。 

〇 ６年産の仕入計画数量に占める播種前契約（複数年契約を含む）の割合 31％。  

  ６年産の仕入計画数量に占める実需者と結びついた播種前契約の割合は３％。 
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(イ) 令和５・６年産米の産地別事前契約（播種前契約）の取組状況（速報） 

  
資料：農林水産省「米穀の取引に関する報告」       
注：１ 報告対象業者は、年間の玄米仕入数量が 500 トン以上の出荷業者。      
  ２ 仕入計画数量は、卸売業者や小売業者等へ独自に販売を行う米穀の生産年の３月末時点の仕入（集荷）計画 
   数量（見込含む）として調査。 
  ３ 播種前契約は、生産年の３月末までに締結した事前契約（確認書等により販売数量が決定しているもの。）をいう。   
  ４ 複数年契約は、播種前契約のうち、複数年にわたる契約をいう。    
  ５ ラウンドの関係で計と内訳が一致しない場合がある。    
  ６ 全国欄には産地の特定が出来ない未検査米等を含んでいるため、産地の合計と一致しない。        
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エ 米の販売・消費動向 

(ア) 購入数量・支出金額の推移（家計調査） 

  

１世帯当たり１か月間の購入数量の推移 

・ 総務省が公表している家計調査によると、令和７年１月の米の購入数量は、 

 対前年同月＋6.8％の 3.8kg、パンは▲ 4.3％の 3.4kg、めん類は▲ 3.1％の 2.7kg。 

資料：総務省「家計調査」家計収支編 二人以上の世帯  

注１：米は精米ベースである。 

（グラム） 
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103.7% 103.7%

104.9% 102.5%

157.4%

172.3%

20%

40%

60%

80%
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160%

180%

200%

5年
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

6年
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

7年
1月

中食 外食 米

資料：総務省「家計調査」家計収支編 二人以上の世帯 p 

注１：米は精米ベースである。 

１世帯当たり１か月間の支出金額の推移（前年同月比） 

・ 総務省が公表している家計調査によると、１世帯当たり１か月間の令和 7 年 1 

 月の中食の支出金額は、対前年同月比＋3.7％、外食は＋2.5％。 
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(イ) 消費者物価指数の推移 

  

穀類 ,  136.1 

食料, 124.7 

米類 ,  171.3 

パン, 124.3 
めん類, 120.0 

90
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1

H31

4 7 10 1

R2

4 7 10 1

R3

4 7 10 1

R4

4 7 10 1

R5

4 7 10 1

R6

4 7 10 1

R7

（月）

資料：総務省「消費者物価指数」2020 年基準、品目別価格指数（全国） 

注１：食料は、穀類以外にも、魚介類、肉類等を含んでいる。 

 ２：穀類は、米類（うるち米）、パン、めん類、他の穀類からなる。 

  ３：令和元年～5 年のデータは年平均、6 年は月次データである。 

（令和 2 年＝100、指数） 

・ 総務省が公表している消費者物価指数（令和２年基準）によると、令和７年１月 

 の米類の指数は対前年同月比 ＋70.9％の 171.3 ポイント。 
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年平均 R1 R2 R3 R4 R5 R6

コシヒカリ 2,457 2,426 2,344 2,288 2,323 2,951
前年比 0.2% ▲1.3% ▲3.4% ▲2.4% 1.5% 27.0%

コシヒカリ以外 2,234 2,246 2,127 2,076 2,203 2,846
前年比 0.1% 0.5% ▲5.3% ▲2.4% 6.1% 29.2%

月次（令和５年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

コシヒカリ 2,319 2,292 2,306 2,303 2,271 2,283 2,289 2,333 2,310 2,367 2,422 2,386
前年同月比 2.1% 0.2% 0.7% 0.5% 0.8% ▲1.1% 2.8% 1.7% 0.8% 3.6% 4.3% 2.1%

コシヒカリ以外 2,165 2,169 2,177 2,177 2,201 2,171 2,205 2,162 2,188 2,225 2,279 2,311
前年同月比 7.7% 3.1% 5.3% 5.3% 5.5% 7.5% 6.4% 7.9% 6.2% 5.3% 6.3% 6.9%

月次（令和６年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

コシヒカリ 2,440 2,441 2,470 2,384 2,490 2,561 2,683 2,871 3,285 3,787 3,985 4,018
前年同月比 5.2% 6.5% 7.1% 3.5% 9.6% 12.2% 17.2% 23.1% 42.2% 60.0% 64.5% 68.4%

コシヒカリ以外 2,283 2,300 2,306 2,347 2,403 2,483 2,602 2,772 3,152 3,792 3,843 3,868
前年同月比 5.5% 6.0% 5.9% 7.8% 9.2% 14.4% 18.0% 28.2% 44.1% 70.4% 68.6% 67.4%

月次（令和７年） 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
コシヒカリ 4,185 4,363

前年同月比 71.5% 78.7%
コシヒカリ以外 4,051 4,239

前年同月比 77.4% 84.3%

(ウ) 小売物価統計の推移 

  

4,363
4,239

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

1
H30

4 7 10 1
H31

4 7
R1

10 1
R2

4 7 10 1
R3

4 7 10 1
R4

4 7 10 1
R5

4 7 10 1
R6

4 7 10 1
R7

コシヒカリ以外

コシヒカリ

（月）

資料：総務省「小売物価統計」動向編 

 注：東京都区部における精米価格である（７日以内の特売分を除く）。 

・ 総務省が公表している小売物価統計によると、令和７年２月のうるち米の 

 小売価格（５kg 当たり）は、コシヒカリで対前年同月比＋78.7％の 4,363 円。 

・ コシヒカリ以外の銘柄の平均では、対前年同月比＋84.3％の 4,239 円。 

（円/5kg、包装・消費税込み） 

（円/5kg、包装・消費税込み） 
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(エ) 米穀販売事業者における販売数量及び販売価格の動向（速報） 

  

資料：農林水産省「米穀の取引に関する報告」 
注１：報告対象業者は、年間玄米仕入数量 50,000㌧以上の販売事業者である。 
注２：上記の数値については、報告対象者が販売している精米の全体の価格・数量の動向を指数化したものであり、個別の取引や 
   産地銘柄毎の動向を表すものではない。 
注３：速報値であるため、公表後の数値修正が生じる場合がある。 

１ 販売数量の動向（前年同月比） 

２ 販売価格の動向（前年同月の価格を基準にした値動き） 

・ 米穀販売事業者における令和 7 年 1 月の販売数量は、対前年同月比で小売事業

者向けが 94％、中食・外食事業者等向けが 101％で、全体としては 97％ 

 となっている。 

・ なお、新型コロナウイルス感染症の影響により、各月ごとの消費動向に大きな 

 変動が生じているが、令和元年 1 月の販売数量と比較すると 100％となる。 

・ 前年同月を基準にした令和 7 年 1 月の販売価格の値動きは、小売事業者向け 

 168.8、中食・外食事業者等向け 143.4。 

※令和 2年 2月以降、新型コロナウイルス感染症の影響により、各月ごとの消費動向に大きな変動が生じていることから、参考として 

令和元年（4月までは平成 31年）の同月との比較をした値を記載。 
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(オ) 小売価格・販売数量等の推移（ＰＯＳデータ） 

 

  

・ 令和７年２月の小売価格(POS データ)の平均価格(5kg 当たり)は、対前月差 

 ＋250 円（＋6.9％）、対前年同月差＋1,849 円（＋91.1％）の 3,878 円。 

円/5kg袋販売時換算(税込) 

資料：(株)KSP-SP が提供するＰＯＳデータに基づいて農林水産省が作成 
注 1：（株）KSP-SP が提供するＰＯＳデータは、全国約 1,000店舗のスーパー、生協等から購入したデータに基づくものである。 
注 2： POS データは、データ提供企業から遅れて報告されるものもあるため、 時点によって集計結果に若干のずれが生じることがあり、今後、修正され 
       ることもある。 
注 3： POS データの提供店舗数は、変動があることに留意が必要である。 
注 4： 全 POS取引平均価格は、POS データで把握できる 全ての精米の販売について５kg袋販売時に換算した上で加重平均を行った価格である。 
注 5： 価格に含む消費税は 8%である。 

・ 令和６年４月以降の販売量は、令和４年及び５年と比較して堅調に推移。 

・ 令和６年８月は南海トラフ地震臨時情報(８月８日発表) 、その後の地震、台風等に 

 よる買い込み需要が発生したこと等により８月５日以降伸びが著しい週が３週継続。 

 ９月２日以降の週は概ね前年を下回る水準で推移し、令和７年 3 月３日の週は対前年 

 同期▲11.6％。 
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２
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直近の販売状況（対前年同期）

令和６年８月５日～11日 +38.8%

令和６年８月12日～18日 +21.4%

令和６年８月12日～18日 +48.6%

令和７年２月17日～23日 ▲6.3%

令和７年２月24日～３月２日 ＋0.1%

令和７年３月３日～９日 ▲11.6%

R6/7

R5/6

R4/5
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  単位：円/5kg 袋販売時換算（消費税込み）、トン 

資料：(株)KSP-SP が提供するＰＯＳデータに基づいて農林水産省が作成 
注 1：(株)KSP-SP が提供するＰＯＳデータは、全国約 1,000店舗のスーパー、生協等（ドラッグストアは約 400店舗）から購入したデータに 
    基づくものである。 
注 2： POS データは、データ提供企業から遅れて報告されるものもあるため、 時点によって集計結果に若干のずれが生じることがあり、今後、 
    修正されることもある。 
注 3： POS データの提供店舗数は、変動があることに留意が必要である。 
注 4： 全 POS取引平均価格は、POS データで把握できる 全ての精米の販売について５kg袋販売時に換算した上で加重平均を行った価格 
    である。 
注 5： 価格に含む消費税は 8%である。 

うるち精米の主な銘柄の月別価格・販売数量 
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オ 米の民間在庫情報 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
 

  

•  令和 7 年 1 月末の出荷及び販売段階における民間在庫は、対前年同月差▲44 万ト

ンの 230 万トンとなっている。また、流通段階別でみると出荷段階で対前年同月差

▲48 万トンの 180 万トン、販売段階で＋４万トンの 50 万トンとなっている。 
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  【令和 7 年 1 月末民間在庫量のポイント】 

  •  毎月公表している民間在庫量は、①500 トン以上の集荷業者、②4,000 トン以上

の卸売業者が対象。およそ民間の流通在庫全体の 75％をカバー(下記参考参照) 。 

•  令和 7 年 1 月末の民間在庫量は、1 月末在庫としては近年では最も低い水準の

230 万トン。 

•  これについては、令和６年産の生産量（12 月 10 日公表）が 679 万トンと前年

産より 18 万トン多い中で、出荷段階で対前年差▲48 万トン、販売段階で同＋４万

トンとなっていることを踏まえれば、報告対象となっている集荷業者の集荷が前年に

比べ減少していることが主な要因と考えられる。 

※22年以前は、政府備蓄米の運営を回転備蓄方式で実施していたため、政府備蓄米がこの他に主食用米 

 として販売されている。 

※ 在庫率は上記対象事業者の在庫量を全体の需要で割ったもの。  

（参考）毎月公表している民間在庫量の 

    調査対象の範囲 

〇 出荷・販売段階別の 
  民間在庫量 

〇 集荷業者の集荷数量 

※出荷段階は玄米仕入数量が 500 ﾄﾝ以上の集荷業者等 
 販売段階は玄米仕入数量が 4,000 ﾄﾝ以上の卸売業者等 



37 

 

【全国段階の民間在庫の推移（うるち米）】 

 

【出荷＋販売段階】 
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【出荷段階】 

【販売段階】 
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カ 主食用米等の需給見通し（米の基本指針(令和７年１月 31 日)） 

 

 

 

 

 

 

  

その他詳細な内容は、下記ＵＲＬ「米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針」をご覧ください。 

URL:https://www.maff.go.jp/j/seisan/keikaku/beikoku_sisin/index.html 

（１）令和５/６年の需要実績（確定値） 

注１：主食用米等生産量は、令和５年産水稲の収穫量（主食用）（「作物統計」農林水産省大臣官房統計部）である。 

注２：６月末在庫量は、玄米の取扱数量が年間 500 トン以上の届出事業者の在庫量に水稲を作付けした生産者の在庫 

   量推計値を加えたものである。 

注３：ラウンドの関係で計と内訳が一致しない場合がある。 

・ 令和５/６年（令和５年７月から令和６年６月までの１年間）の需要実績（確定値）は、

前年（691 万トン）から 14 万トン増加し、705 万トンとなります。 

・ 令和６年 6 月末民間在庫量は、前年から 44 万トン減少し 153 万トンとなります。 

（参考）民間流通における６月末在庫量等の推移 

https://www.maff.go.jp/j/seisan/keikaku/beikoku_sisin/index.html
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  ・ 令和６/７年及び令和７/８年の需要見通しについて、平成 30 年 11 月の基本指針に 

 おいて採用した下記手法により算出すると、令和６/７年は 674 万トン、令和７/８年は

663 万トンとなります。 

① 平成８/９年から令和５/６年 

 までの１人当たり消費量を算出 

② 令和６/７年及び令和７/８年の 

    １人当たり消費量（推計値）を算出 

③ 令和６/７年及び令和７/８年の１人当たり消費量（推計値）に令和６年及び令和７年の 

 人口（推計値）を乗じて需要見通しを算出 

（２）令和６/７年及び令和７/８年の需要見通し（推計値） 

 【需要見通しの算出方法】 

   ① 平成８/９年から令和５/６年までの需要実績をそれぞれ当該年の人口で除し、各年の１人当たり 

    消費量を算出 

   ② ①で算出した値を用いたトレンド（回帰式）で、令和６/７年（令和６年７月から令和７年６月まで） 

    及び令和７/８年（令和７年７月から令和８年６月まで）の１人当たり消費量（推計値）を算出 

   ③ ②で算出した値に令和６年及び令和７年の人口（推計値）を乗じて算出 

注１：人口（推計値）は、令和６年にあっては「人口推計（総務省、令和６年９月公表）」の総人口（令和６年９月１日現在（概算値）。 

  以下「令和６年９月現在人口」という。）、令和７年にあっては令和６年９月現在人口に「日本の将来推計人口（国立社会保障・ 

  人口問題研究所、令和５年４月公表）」の令和６年 10 月１日から令和７年 10 月 1 日までの総人口（出生中位・死亡中位推計）の減少率 

  を乗じて算出した値。 

注２：図中の需要見通しは、１人当たり消費量（推計値）の実数に、人口（推計値）の実数を乗じて算出した値のため、図中の１人当たり 

  消費量（推計値）（小数点第２位を四捨五入）に人口（推計値）（小数点第１位を四捨五入）を乗じて算出した値とは一致しない。 
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（各年6月末）

相対取引価格
（全銘柄平均）

（３） 令和６/７年及び令和７/８年の需給見通し 

注１：上記の見通しは、国内で生産された主食用米等の需給見通しであり、ＳＢＳ方式による輸入米は含まれない。 

注２：ラウンドの関係で計と内訳が一致しない場合がある。 

令和６/７年及び令和７/８年の主食用米等の需給見通し 

（参考） 主食用米の需要量の推移 （参考）相対取引価格と民間在庫量 

 ・ 令和６/７年の需給見通しについては、需要量を前記で算出した 674 万トンと 

  設定。この結果、令和７年 6 月末民間在庫量は 158 万トンと見通されます。 

 ・ 令和７/８年の需給見通しについては、需要量を前記で算出した 663 万トンと 

  設定。令和７年産主食用米等の生産量の見通しは、令和６年 10 月の基本指針で設

定した 683 万トンとします。この結果、令和８年６月末民間在庫量は 178 万トン

と見通されます。 

（年） 注：相対取引価格は、当該年産の出回りから翌年 10 月まで（令和６年産 

 は６年 10 月の速報値）の通年平均価格であり、運賃、包装代、消費税 

 相当額が含まれている。 

（万トン） 
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キ  令和６年産水稲の収穫量 

令和６年産水稲の作付面積及び収穫量（全国農業地域別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年産水稲玄米のふるい目幅別重量分布 

  

資料：農林水産省統計部『作物統計』 

注：１ 作付面積（子実用）とは、青刈り面積を含めた水稲全体の作付面積から青刈り面積（飼料用米・WCS 用稲等を含む。）を

除いた面積である。  

２ 10ａ当たり収量、収穫量（子実用）及び収穫量（主食用）は、1.70mm のふるい目幅で選別された玄米の重量である。 

３ 全国及び全国農業地域の収穫量（子実用）及び収穫量（主食用）については、都道府県ごとの積上げ値である。  

４ 主食用作付面積とは、青刈り面積を含めた水稲全体の作付面積から、備蓄米、加工用米、新規需要米等の作付面積を除

いた面積である。 

単位：％ 

資料：農林水産省統計部『作物統計』 

注： ふるい目幅別重量分布とは、それぞれのふるい目幅で選別された玄米の重量の割合である。 
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令和６年産水稲玄米のふるい目幅別 10ａ当たり収量 

 

 

 

 

 

 

令和６年産水稲玄米のふるい目幅別収穫量（子実用） 

  

資料：農林水産省統計部『作物統計』 

注： ふるい目幅別の 10ａ当たり収量とは、全国又は全国農業地域別の 10ａ当たり収量にそれぞれのふるい目幅で選別された玄米の

重量の割合を乗じて算出したものである。 

単位：kg 

単位：t 

資料：農林水産省統計部『作物統計』 

注： ふるい目幅別の収穫量（子実用）とは、全国又は全国農業地域別の収穫量にそれぞれのふるい目幅で選別された玄米の重量の割

合を乗じて算出したものである。 
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令和６年産水稲における農家等が使用した選別ふるい目幅の分布 
     【令和６年産水稲作況標本（基準）筆農家からの聞取り結果】 

 

 

 

令和６年産水稲の作況標本筆の 10ａ当たり玄米重の分布状況 

 

 

 

  

 

 

全 国 農 業 地 域 計
1.70㎜以上
1.75mm未満

   1.75
      ～1.80

   1.80
      ～1.85

   1.85
      ～1.90

   1.90
      ～2.00

2.00㎜以上

全 国   100.0   0.1   1.2   23.2   38.9   36.0   0.6
北 海 道   100.0   0.2 -   0.8   21.0   75.7   2.3
都 府 県   100.0   0.1   1.3   24.7   40.0   33.4   0.5
東 北   100.0 - -   0.4   16.3   83.2   0.1
北 陸   100.0 - -   1.0   32.6   65.3   1.1
関 東 ・ 東 山   100.0   0.3   3.3   41.2   53.3   1.7   0.2
東 海   100.0   0.3   0.6   23.6   58.1   17.1   0.3
近 畿   100.0   0.1   3.6   41.2   33.4   19.3   2.4
中 国   100.0 -   0.4   7.2   69.0   22.6   0.8
四 国   100.0   0.2   2.5   70.4   26.4   0.5 -
九 州   100.0   0.1   1.0   44.7   44.5   9.7 -
沖 縄   100.0 -   25.0   75.0 - - -

単位：％ 

資料：農林水産省統計部『作物統計』 

注： 農家等が使用したふるい目幅の分布とは、水稲作況標本（基準）筆農家が使用したふるい目幅別の農家数割合を示したものである。 

単位：％ 

資料：農林水産省統計部『作物統計』 

注：１ 10ａ当たり玄米重は、1.70mm のふるい目幅で選別された玄米の重量である。 

  ２ 沖縄県については、水稲作況標本筆を選定していないことから「…」で示した。 
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(2) とうもろこし及び金の動向（大阪取引所） 

ア 取引価格 

図１-１ 毎日の値動き（とうもろこし）R6.12.2～R7.2.28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１-２ 毎日の値動き（金（標準））R6.12.2～R7.2.28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

（円） 

注 ： １  令 和 ６ 年 1 2 月 ２ 日 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 2 8 日 ま で の 期 先 限 月 の 清 算 数 値 （ 帳 入 値 ）。  
  ２  大 阪 取 引 所 Ｈ Ｐ 商 品 先 物 価 格 情 報 を も と に 農 林 水 産 省 に お い て 作 成 。  
  ３  価 格 は と う も ろ こ し は １ ト ン 、 金 （ 標 準 ） は １ ｇ 。  

（円） 
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図２-１ 毎日の出来高の動き（とうもろこし）R6.12.2～R7.2.28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-２ 毎月の出来高の動き（とうもろこし）R6.12.2～R7.2.28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（枚） 

注 ： １  令 和 ６ 年 1 2 月 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 ま で の 月 間 出 来 高 合 計 。  
２  大 阪 取 引 所 Ｈ Ｐ 商 品 先 物 価 格 情 報 を も と に 農 林 水 産 省 に お い て 作 成 。  

（枚） 

注 ： １  令 和 ６ 年 1 2 月 ２ 日 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 2 8 日 ま で の と う も ろ こ し の 毎 日 の 出 来 高 。  
  ２  大 阪 取 引 所 Ｈ Ｐ 商 品 先 物 価 格 情 報 を も と に 農 林 水 産 省 に お い て 作 成 。  
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図２-３ 毎日の出来高の動き（金（標準））R6.12.2～R7.2.28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-４ 毎月の出来高の動き（金（標準））R6.12.2～R7.2.28 
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金標準（１枚＝１㎏）

注 ： １  令 和 ６ 年 1 2 月 ２ 日 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 2 8 日 ま で の 金 （ 標 準 ） の 毎 日 の 出 来 高 。  
  ２  大 阪 取 引 所 Ｈ Ｐ 商 品 先 物 価 格 情 報 を も と に 農 林 水 産 省 に お い て 作 成 。  

（枚） 

注 ： １  令 和 ６ 年 1 2 月 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 ま で の 金 標 準 の 月 間 出 来 高 合 計 。  
２  大 阪 取 引 所 Ｈ Ｐ 商 品 先 物 価 格 情 報 を も と に 農 林 水 産 省 に お い て 作 成 。  

 

（枚） 
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図３-１ 取組高（とうもろこし）R6.12.2～R7.2.28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３-２ 取組高（金（標準））R6.12.2～R7.2.28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（枚） 

注 ： １  令 和 ６ 年 1 2 月 か ら 令 和 ７ 年 ２ 月 ま で の 各 月 末 時 点 で の 取 組 高 合 計 。  
  ２  大 阪 取 引 所 Ｈ Ｐ 商 品 先 物 価 格 情 報 を も と に 農 林 水 産 省 に お い て 作 成 。  
  ３  取 組 高 １ 枚 当 た り の 取 引 単 位 は 、 と う も ろ こ し は 5 0 ト ン 、 金 （ 標 準 ） は １ kｇ 。  

（枚） 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 参考資料 
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(1) 現物市場と先物市場（堂島取引所）との連携について 

現物の受渡しを希望する当業者は、先物市場（堂島取引所）での取引成立後、商品先物取引業

者を通じて堂島取引所が指定する現物市場（みらい米市場）で売買を行うことにより、現物の受

渡しを行うとともに、先物市場での取引を結了させることができる（なお、対応できる商品先物

取引業者については堂島取引所に御照会ください。）。 

 

ア 生産者が現物市場での受渡しを行う場合の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ みらい米市場の概要 

趣旨 ・産地や品種・銘柄だけでない米の品質や付加価値を評価して取引できるマーケ
ットを創出することを目的として開設（R5 年 10 月） 

仕組み ・登録を受けた生産者、集荷業者、卸売業者等が参加者となってオンラインで 
① オークション方式 
② 買い手からのオーダー方式 
で米の売買を実施 

登録要件 ・販売者の登録要件 
①米の生産者、ならびに生産者グループ、協同組合、企業等で、米の生産を行っ
ていることが当社の要求する客観的な資料等で確認できる者 

②業務を安定的に行う体制が整っていること 
③主要食糧の需給および価格の安定に関する法律（以下「食糧法」という。）第
47 条の規定に基づき米穀の出荷または販売の事業を行おうとする者として農林
水産大臣に届出を行い受理された者  
④その他、米の販売事業者として適正であると当社が判断した者  
 
・購買者の登録要件 
①食糧法第 47 条の規定に基づき米穀の出荷または販売の事業を行おうとする者
として農林水産大臣に届出を行い受理された者 
②業務を安定的に行う体制が整っていること  
③年間 10 トン以上の米穀の取扱いがあり、与信等によって信頼性が確認された
者 

④その他、米の購買事業者として適正であると当社が判断した者  
利用料(売り手の
み、買い手無料) 

売買数量が 10 トン未満の場合、売買代金(税込)の１％(税別) 
売買数量が 10 トン以上の場合、売買代金(税込)の 0.5％(税別) 

取引単位 販売者が設定可能（30 ㎏/袋～） 

問合わせ先 電話番号：080-9438-2850 
メールアドレス：support@rice-market.com 
URL：https://rice-market.jp/what-is-rmt 

・取引所は商品先物取引業者からの申出を受け、現物市場における取引を

確認後、AとBの先物市場における取引を決済。 
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(2) 米先物取引に係るこれまでの主な経過 

平成17年12月９日 ・東京穀物商品取引所が米の試験上場を認可申請 

平成17年12月16日 ・関西商品取引所が米の試験上場を認可申請 

平成18年４月12日 ・米の試験上場を不認可 

平成23年３月８日 ・東京穀物商品取引所及び関西商品取引所が米の試験上場を認可申請 

平成23年７月１日 ・米の試験上場を認可 

平成23年８月８日 ・取引開始 

平成24年５月29日 ・東京穀物商品取引所が農産物市場の移管の方針を公表 

平成25年２月を目途に、大豆等を東京工業品取引所に、米穀を関西商品

取引所に移管 

平成24年12月14日 ・関西商品取引所から大阪堂島商品取引所への名称変更を認可（平成25年２

月12日に変更） 

平成25年２月12日 ・国内の３つの商品取引所を２つの商品取引所に再編 

東京穀物商品取引所は２月８日に農産物市場の立会を停止し、平成24年５

月公表の再編方針に基づき、大豆等を東京商品取引所（旧東京工業品取引

所）に、米穀を大阪堂島商品取引所（旧関西商品取引所）に移管 

平成25年７月８日 ・大阪堂島商品取引所が試験上場の２年間の延長を申請 

平成25年８月７日 ・米の試験上場の２年間の延長を認可 

平成26年４月21日 ・大阪堂島商品取引所が東京コメ（平成26年10月限以降）について、受渡供

用品を農産物検査法に基づく検査規格水稲うるち玄米合格品の全てに拡大

するとともに、取引単位を受渡単位と同じ１枚12トンに拡大 

平成27年４月13日 ・大阪堂島商品取引所が大阪コメ（平成27年10月限以降）について、標準品

を石川及び福井コシヒカリから滋賀及び三重コシヒカリに変更 

平成27年４月21日 ・大阪堂島商品取引所が東京コメ（平成27年10月限以降）について、標準品

を茨城、栃木及び千葉コシヒカリから栃木あさひの夢、群馬あさひの夢、埼

玉彩のかがやき、千葉ふさおとめ及び千葉ふさこがねに変更 

平成27年７月21日 ・大阪堂島商品取引所が試験上場の２年間の再延長を申請 

平成27年８月６日 ・米の試験上場の２年間の再延長を認可 

平成28年10月21日 ・大阪堂島商品取引所が標準品に新潟コシヒカリを追加 

平成29年７月11日 ・大阪堂島商品取引所が本上場を申請 

平成29年８月４日 ・大阪堂島商品取引所が本上場の申請を取り下げ、試験上場の２年間の再々

延長を申請 

平成29年８月７日 ・米の試験上場の２年間の再々延長を認可 

平成30年10月15日 ・大阪堂島商品取引所が取引方法を板寄せ方式からザラバ方式に変更 

平成30年10月22日 ・大阪堂島商品取引所が標準品を大阪コメから秋田こまちに変更 

平成31年３月８日 ・大阪コメの取引を終了 

令和元年７月16日 ・大阪堂島商品取引所が本上場を申請 

令和元年７月29日 ・大阪堂島商品取引所が本上場の申請を取り下げ、試験上場の２年間の再々

々延長を申請 

令和元年８月７日 ・米の試験上場の２年間の再々々延長を認可 

令和２年４月21日 ・大阪堂島商品取引所が秋田こまちの取引単位を1.02トンに小口化し、標準

品に宮城ひとめぼれを追加 

令和３年２月19日 ・取引単位が12.24トンの秋田こまちの取引を終了 
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令和３年３月19日 ・会員制組織から株式会社への大阪堂島商品取引所の組織変更を認可（令和

３年４月１日に変更） 

令和３年３月22日 ・大阪堂島商品取引所が標準品に新潟コシヒカリEXWを追加 

令和３年７月16日 ・大阪堂島商品取引所が本上場を申請 

令和３年８月６日 ・米の本上場を不認可 

令和３年８月７日 ・米の試験上場期間の終了 

令和３年８月10日 ・大阪堂島商品取引所から堂島取引所へ名称変更 

令和６年２月21日 ・堂島取引所が米穀指数の本上場を申請 

令和６年６月21日 ・米穀指数の本上場を認可 

令和６年８月13日 ・米穀指数の取引開始 

 



 

【商品先物取引のリスクについて】 

 商品先物取引は、相場の変動幅が小さくても大きな額の利益又は損失が生

ずるハイリスク・ハイリターンの取引であり、また、商品先物市場の価格変動

が予測に反して推移した場合には損失が発生する可能性や預託した取引証拠

金等の全額を上回る損失が発生するおそれがあります。 

 商品先物取引を行う場合には、これらの点を含め、取引の仕組みやリスクに

ついて十分に理解した上で、許可を受けた商品先物取引業者又は登録を受け

た商品先物取引仲介業者を通じて行っていただきますようご注意願います。 

 この他、商品先物取引に関する注意点等については、農林水産省のホームペ

ージなどをご覧ください。 

 

【農林水産省 大臣官房新事業・食品産業部 商品取引グループ HP】 

    https://www.maff.go.jp/j/shokusan/syoutori/index.html 

 

【堂島取引所 HP】 

    http://www.odex.co.jp/index.html 

 

【日本取引所グループ HP（大阪取引所・東京商品取引所）】 

    https://www.jpx.co.jp/index.html 

 

【日本商品先物取引協会 HP】 

    https://www.nisshokyo.or.jp/index.html 

 

 

 

 

 

 

 
【本レポートに関するお問い合わせ先】 

農林水産省大臣官房新事業・食品産業部  

商品取引グループ  

代表：03－3502－8111（内線 4177） 

ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ：03－6744－1860 

[商品取引グループ HP] 
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